
施策に関する社会経済情勢等の状況　（全国・隣県・本県の状況，法令・条例・計画等策定の状況等について）

環境生活部
（共同参画社会推進
課）

施策の目的

（目標とする
宮城の姿）

○県民の間で，「自らの安全は自らが守る，地域の安全は地域が守る」という意識が向上し，犯罪の
起きにくい地域社会が実現している。
○地域の連帯感や相互扶助の意識が向上し，子どもや女性，高齢者，障害者，外国人などが安心
して暮らせる地域社会が実現している。
○犯罪が減少するとともに，飲酒運転などの悪質な交通違反や交通事故も減少し，暮らしの安全，
地域の治安が守られていると感じる県民の割合が向上している。
○消費者被害が減少するとともに，消費者も自ら必要な知識を習得したり情報収集するなど主体的・
積極的に取り組んでいる。
○治安に対する県民の不安感が解消し，地域で安心して暮らせる社会が実現している。

施策の方向

（「宮城の将来
ビジョン・震災
復興実施計
画」の「将来ビ
ジョン・震災復
興実施計画」
の行動方針）

◇　犯罪のない安全で安心なまちづくりの実現に向け，「犯罪に強い社会の実現のための行動計画２００８」及び「犯罪のないみやぎ
安全・安心まちづくり基本計画」を踏まえた行政，地域，事業者等との連携による県民運動を展開するとともに，県民の体感治安向上
に向けた取組を進める。
◇　子どもや女性など，防犯上あるいは人権侵害上の観点から特に配慮を要する人々に対する安全対策を充実する。
◇　消費生活の安全性の確保に向けた消費者被害未然防止のための情報提供や啓発活動を行う。

施策名 25 安全で安心なまちづくり 施策担当部局
環境生活部，保健福祉
部，警察本部

「宮城の将来
ビジョン」に
おける体系

政策名 10
だれもが安全に，尊重し合いながら暮ら
せる環境づくり

評価担当部局
（作成担当課室）

平成24年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 平成23年度 施策評価シート 政策 10 施策 25

　

2 県内各市町村における「安全・安心まちづくり」に関する条例制定数 22
（平成20年度）

23
（平成23年度）

29
（平成25年度）

Ｂ

目標値
（測定年度）

達成
度

1 刑法犯認知件数（件） 28,583件
（平成20年）

20,605件
（平成23年）

23,500件以下
（平成25年）

Ａ

3,094,438 - -

※事業費は「宮城の将来ビジョン推進事業」と「取組に関連する宮城県震災復興推進事業」の合計額（再掲分含む）

目標指標等

　※達成度
　　Ａ：｢目標値を達成している｣
　　Ｂ：｢目標値を達成していないが,設定時の値から見て指標が目指す数値の変化と同方向に推移している,又は現状維持している｣
　　Ｃ：｢目標値を達成しておらず,設定時の値から見て指標が目指す数値の変化と逆方向に推移している｣
　　N：｢現況値が把握できず,判定できない｣ 初期値

（測定年度）
現況値

（測定年度）

・都市型社会の広がりに伴う地域社会の連帯意識の低下や人間関係の希薄化，高齢化社会の進行に伴う高齢者の一人暮らし世帯等の増加，女性
の社会進出等に伴う子育て環境の変化，インターネットの普及等による情報環境の変化，厳しい雇用環境，外国人の増加など社会経済情勢が大きく
変化している。
・刑法犯認知件数が10年連続で減少したほか，交通死亡事故も6年連続で減少するなど，治安の状況を示す指標が改善している一方で，震災に便
乗した窃盗等の犯罪や暴力団による公的資金制度の不正利用，電話やダイレクトメールによる社債等の取引や犯罪被害回収を装う利殖勧誘事犯等
が増加してしている。また，震災に関連した悪質商法の発生及び女性を対象としたストーカー・ＤＶ事案の相談件数の増加が懸念されており，治安に
対する県民の不安は解消していない。
・震災による生活環境の変化に伴うストレスに起因する攻撃性が児童に向けられることが懸念されている。
・本県は，犯罪がなく安全で安心して暮らせる社会を実現するため，平成18年4月に「犯罪のないみやぎ安全・安心まちづくり条例」を施行するととも
に，安全・安心まちづくりに関する施策を総合的かつ計画的に推進するため，同条例に基づく「犯罪のないみやぎ安全・安心まちづくり基本計画」を
策定している。同計画は，平成２３年度に見直しが行われ，平成２４年度からは東日本大震災を踏まえ，被災地における安全・安心まちづくりの早期復
旧に総合的に取り組んでいくこととしたほか，子どもの見守り活動の情報化社会への対応や女性の安全対策の充実のための取組を推進していくことと
している。なお，同趣旨の条例が全都道府県で制定され，全国規模で安全・安心な社会をつくる運動が展開されている。
・国においては，犯罪対策関係閣僚会議の下，「犯罪に強い社会の実現のための行動計画２００８」など犯罪防止に関係する各種の行動計画等が策
定され，関係省庁・地方自治体等の連携による取組が進められているほか，東日本大震災を受けて，被災地の安全・安心の確保に政府を挙げて取り
組むため，「被災地等における安全・安心の確保対策」を取りまとめ，関係省庁が緊密に連携し，総合的に各種施策が推進されている。
・平成２３年度に改訂された国の消費者基本計画を踏まえた，国，県の連携による消費者行政の取組が進められている。

決算（見込）額
（千円）

年度 平成22年度
（決算額）

平成23年度
（決算（見込）額）

平成24年度
（決算（見込）額）

平成25年度
（決算（見込）額）

県事業費 134,654
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施策を推進する上での課題と対応方針　（原案） ※施策が直面する課題や改善が必要な事項等
※今年度の対応状況を含む今後の対応方針

【課題】
・犯罪のない安全・安心なまちづくりを推進していくには，県において総合的な計画・施策を立案・実施するとともに，住民に最も身近な基礎自治体で
ある市町村がまちづくりの現場の観点から安全・安心まちづくりに関する条例や計画を策定し，各種施策を計画的に実施していくことが望ましい。この
ため，県としては，全県的な安全・安心まちづくりに関する県民運動を推進する事業や県民の多様な相談に対応できる専門性の高い相談窓口の運営
など県が実施主体となることが適した事業を継続・拡充していくほか，まちづくりの現場を担う市町村に対する支援事業等の比重を高め，市町村にお
ける安全・安心まちづくりに関する各施策の実施を推進し，条例や計画策定の気運を高めていくことが必要である。
・震災により被害を受けた安全・安心まちづくりに関係する各施設，装備等の早期復旧，震災による社会情勢の変化を踏まえた各施策を充実し，県民
の不安感を払拭することが必要である。
・県民意識調査結果では施策満足度の質問に「わからない」との回答が全回答者の約４割を占め，県や市町村が推進している安全・安心まちづくり活
動が県民に十分認識・理解される状況に至っていないと考えられることから，一層の周知・広報が必要である。
【対応方針】
・安全・安心まちづくり推進事業において，県民運動を推進していくための県民大会，フォーラム，その他の参加型・対話型の啓発事業を実施し，県
民の安全・安心まちづくりに関する理解を広めていく。
子どもや女性など特に配慮を要する人々に対する安全対策を充実するため 児童虐待やＤＶなどの相談に対応する専門的な相談窓口を充実して

■　施策評価　（原案）

施策の成果 評価の理由

目標指標等，県民意識
調査結果，社会経済情
勢，事業の実績及び成
果等から見て，施策に
期待される成果を発現
させることができたか
（「目標とする宮城の
姿」に近づいている
か）。

・社会経済情勢からは，治安に関する指標は改善されているものの，生活環境の変化に伴う不安の広がりや震災に関連
した犯罪の発生，一部の犯罪に関する相談の増加がみられ，さらなる取組が求められている。
・目標指標等のうち「刑法犯認知件数」については，目標値を達成している。また，「県内各市町村における『安全・安心ま
ちづくり』に関する条例制定数」については，指標測定年度における目標値に届いていないものの，震災により市町村に
おいて条例制定作業が進められなかったという特殊事情がある。なお，実際に安全・安心まちづくりに現場で携わる防犯
ボランティア団体については，震災前の５５４団体に対し，４７９団体にまで復旧している。
・県民意識調査結果からは，施策満足度の質問に対して「不満」，「やや不満」とする回答が約２割となっているものの，
「満足」，「やや満足」とする回答も約４割弱あることから，必ずしも，施策に対する満足度が低い状況にあるとは言えないも
のと考えられる。
・以上のとおり，県民の治安に対する不安を払拭するには至っていないものの，客観的な指標は改善されており，また，安
全・安心まちづくりに関する県民運動，子どもの見守り活動，女性の安全対策など安全で安心なまちづくりに関する各事
業が着実に進行しているほか，震災からの復旧を目指した事業及び震災による社会情勢の変化に対応するための事業
が確実に実施されていることから，施策の目的である「自らの安全は自らが守る，地域の安全は地域が守る」という防犯意
識の向上，犯罪の起きにくい安全・安心な地域社会の形成に向けて，施策の進捗状況は，概ね順調であると判断した。

【評価】

概ね順調

・子どもや女性など特に配慮を要する人々に対する安全対策を充実するため，児童虐待やＤＶなどの相談に対応する専門的な相談窓口を充実して
いく。
・市町村の安全・安心まちづくり活動を支援するための講師派遣や市町村において安全・安心まちづくりのリーダーとなって活動していく人材の育成
を進める。
・警察署などの治安拠点の復旧を進めるほか，被災地における防犯ボランティアなどへの支援を通じ，被災地における安全・安心まちづくりの早期復
旧に取り組んでいく。
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目標値の
設定根拠

・県内の刑法犯認知件数は，平成14年から9年連続して減少しているものの，平成20年の
刑法犯認知件数は28,583件と，平成に入ってから最多の49,887件の半減には至っていな
いことから，この半減を達成するとともに，更に減少傾向を定着化させ，刑法犯発生総量の
抑止を図るため，平成20年の刑法犯認知件数を基準として，5,000件以上減少させることを
目標とし，平成25年の目標値を23,500件以下とする。

実績値の
分析

・県内の治安情勢は，刑法犯認知件数が平成14年以降，10年連続で減少し，平成23年に
あっては20，605件と目標値を達成している。しかしながら，平成23年の刑法犯認知件数
は，震災の影響による特殊な数値と考えられる。

全国平均値
や近隣他県

・全国の刑法犯認知件数は，平成２０年の1,585,856件から平成２２年は1,181,023件に，率
にすると約１３％減少しているのに対し，宮城県においては平成２０年の28,583件から平成

達成度 - A - - -

-

達成(進捗)率(a)/(b) - 114% - - -

23,500 23,500 23,500 -

刑法犯発生総量の抑止を図
り，平成２５年までに，刑法犯
認知件数を２３，５００件以下と
する。

実績値(b) 28,583 20,605 - -

H26

刑法犯認知件数（件）
指標測定年度 H20 H23 H24 H25 -

目標値(a) -

目標指標等の状況

※目標指標等の達成度　Ａ：「目標値を達成している」
　 　　　　　　　　　　 　　 　 Ｂ：「目標値を達成していないが，設定時の値から見て指標が目指す数値の変化と同方向に推移している，又は現状維持している」
　　　　　　　　　　　　 　　   Ｃ：「目標値を達成しておらず，設定時の値から見て指標が目指す数値の変化と逆方向に推移している」
　　　　　　　　　　　　 　　　 Ｎ：「現況値が把握できず，判定できない」

1

目標指標等名（下段：説明） 評価対象年度 初期値 H23 H24 H25

評価対象年度 平成23年度 政策 10 施策 25
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25000

30000

35000

H20 H23 H24 H25

目標

実績

目標値の
設定根拠

・安全・安心まちづくりを県民運動として展開していくには，県民に身近な市町村において
安全・安心まちづくりに関する条例を制定し，「安全・安心まちづくり」を継続的かつ計画的
に行っていくことが望ましい。しかしながら，平成１９年度の「犯罪のないみやぎ安全・安心ま
ちづくり基本計画」の制定時には，「安全・安心まちづくり」に関する条例の制定市町村数は
１３に留まっていた。平成１９年度以降は，同計画に基づき県として安全・安心まちづくり県
民運動を進め，市町村においても条例の制定が進み，平成２０年度においては，県内36市
町村中22市町村において条例が制定された。
・しかしながら，１４（4割弱）の市町村では条例が制定されていない状況であり，県と市町村
が連携した安全・安心まちづくり県民運動をさらに発展させていくため，県内における「安
全・安心まちづくり」に関する条例制定市町村数を指標として設定した。
・なお，市町村における条例制定を具体的に進めるため，目標値設定時点において安全・
安心まちづくりに関する条例の制定を「作業中」又は「検討中」との回答があった７市町村を
加えた29市町村を平成２５年度における目標値としている。

実績値の
分析

・平成２５年度に県内２９市町村において「安全・安心まちづくり」に関する条例が制定され
ているとする目標値を達成するには，取組が遅れている状況である。
・しかしながら，条例制定を検討中であった名取市，丸森町，七ヶ浜町の３市町は，東日本
大震災で甚大な被害を被った沿岸部又は放射能汚染の被害を大きく受けた地域に所在
し，条例の制定作業に取り組むことが困難な状況にある。

全国平均値
や近隣他県
等との比較

・近隣の他県等の状況は，北海道は道内１７９市町村全て，岩手県は３３市町村中２９市町
村，秋田県は２５市町村中９市町村，山形県は県内３５市町村全て，新潟県は３０市町村中
２５市町村で，「安全・安心まちづくり」に関する条例を制定しているが，青森県及び福島県
においては県内の市町村における条例制定状況を把握していない。
・各県等により取組の差は大きいものの，全体的には，宮城県の取組は中位程度にあると
いえる。

88% - - -

達成度 - B - - -

29 -

－

実績値(b) 22 23 - - -

達成(進捗)率(b)/(a)

H25 H26

県内各市町村における「安全・
安心まちづくり」に関する条例
制定数

指標測定年度 H20 H23 H24 H25 -

目標値(a)
2

目標指標等名（下段：説明） 評価対象年度 初期値 H23 H24

- 26 28

-

や近隣他県
等との比較

にすると約１３％減少しているのに対し，宮城県においては平成２０年の28,583件から平成
２２年は24,614件に，率にすると約１４％減少している。
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調査回答者数 1,785 1,871

調査結果について

・施策満足度の質問に対して「満足」，「やや満足」とする回答及び「不満」，「やや不満」とする回答はい
ずれも若干減少し，「わからない」とする回答が約４割に増えている。
・これは，県や市町村が推進している安全・安心まちづくり活動が県民に十分認識・理解される状況に
至っていないためと考えられることから，一層の周知・広報が必要である。

この施策
に対する
満足度

5.8%

わからない

やや不満 19.3% 16.8%

不満 7.2% 5.4%

37.4%
やや満足 33.8% 31.6%

満　　　足 満足の
割　合

7.3%
41.1%

32.4% 40.3%

わからない 14.3% 20.0%

調査回答者数 1,824 1,906

あまり重要ではない 8.1% 12.4%

重要ではない 2.1% 3.4%

26.3%
64.2%

やや重要 39.5% 37.9%

県民意識調査結果
調査実施年度
（調査名称）

平成20年度
（平成21年県民意識調査）

平成22年度
（平成23年県民意識調査）

平成24年度
（平成25年県民意識調査）

この施策
に対する
重視度

重　　　要 重視の
割　合

36.1%
75.6%

評価対象年度 平成23年度 政策 10 施策 25
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警察本部
事業の分析結果

4,439

学校やその周辺における児童・生徒の安全確保
等の活動を行うスクールサポーターの体制整備・
拡充を図る。

年度別決算（見込）額（千円）

2

みやぎ安全・安心活性
化プラン推進事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

H23 H24
拡充

H22

・スクールサポーターの派遣（小学校1校，中学校14
校に32回（日数：829日）)

H25

7④❸ 1,868 1,970 - -

震災復興
妥当

ある程度
成果があっ
た

概ね効率的

1

環境生活部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性

1,970

地域のコミュニティ活動の担い手が被災したこと
により，これまで住民や事業者等が主体的に取り
組んできた安全・安心まちづくり活動の停滞が懸
念されることから，安全・安心まちづくり団体に対
し支援等を行う。

・被災地の安全・安心まちづくりの再開を支援するた
め，被災地の中心となって活動する防犯ボランティア
団体への活動用品の貸与（４団体）
・被災地をはじめとした地域コミュニティにおける安全・
安心まちづくりの周知啓発のためのリーフレットの作
成・配布（全市町村）
・被災地をはじめとした女性の犯罪被害の予防のため
のリーフレットの作成・配布（県内高等学校，専修学校
等）

1

安全・安心まちづくり推
進事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

共同参画社会推
進課

宮城の将来ビジョン推進事業

番
号

事　業　名
平成23年度
決算（見込）
額（千円） 事業の状況

担当部局・課室名 特記事項

評価対象年度 平成23年度 政策 10 施策 25

H23 H24
拡充

H22

震災復興
妥当

H25

7④❸ 2,077 2,232 - -

震災復興
妥当

成果があっ
た

効率的

3

警察本部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性

2,232

安全・安心な地域社会を構築するためには，被
災地を中心としたパトロール活動の強化と不在交
番の解消を図る必要があることから，その役割を
担う交番相談員を増員する。また，県内全域に
おける地域の安全対策に向け，警察安全相談員
及び交番相談員の適切な配置を進める。

・交番相談員の配置（27人配置）(平成２３年度１名増
員)
・相談の受理（76,708件）

3-1

地域安全対策推進事
業
(交番相談員)

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

地域課

H25

- 4,439 - -
妥当 維持

H22
2

警察本部

H23 H24

①必要性
年度別決算（見込）額（千円）

②有効性 ③効率性

成果があっ
た

次年度の方向性

少年課 効率的

次年度の方向性

生活安全企画課

3-2

地域安全対策推進事
業
（警察安全相談員）

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性①必要性

0

安全・安心な地域社会を構築するためには，被
災地を中心としたパトロール活動の強化と不在交
番の解消を図る必要があることから，その役割を
担う交番相談員を増員する。また，県内全域に
おける地域の安全対策に向け，警察安全相談員
及び交番相談員の適切な配置を進める。

・警察安全相談員の配置（県内10警察署に10人配
置）
・警察安全相談員による相談の受理（2,874件）

H23 H24
3

警察本部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）

H25

7④❸ - 0 - -

成果があっ
た

－ 拡充
H22
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保健福祉部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性

910

震災による生活環境の変化に伴い，配偶者から
の暴力の増加等が懸念されることから，ＤＶ被害
者の保護及び自立の支援を行うため，普及啓発
活動や被害者支援のための関係機関との連携
強化を図る。

リーフレットの作成及び配布
・一般向け　　 10,000部
・高校生向け　30,000部　［若年層への啓発］
・中学生向け　26,000部　［若年層への啓発］
出前講座（民間有識者の講師派遣）の実施
・県内5校6

配偶者暴力（ＤＶ）被害
者支援対策事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度 方向性

H25

2②❸ 12,078 20,198 - -

震災復興
妥当 維持

H22
6

保健福祉部
取組13 再掲 事業の分析結果

H23 H24

①必要性

20,198

震災の影響による養育環境等の変化に伴い，児
童虐待の増加が懸念されることから，児童相談
所及び保健福祉事務所等の家庭相談室におい
て，専門的な立場からの支援を行う。

年度別決算（見込）額（千円）
②有効性 ③効率性

成果があっ
た

5

子ども虐待対策事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

次年度の方向性

子育て支援課

H23 H24
維持

H22

・相談対応職員（児童心理司，家庭児童相談員，緊
急電話対応職員）配置数：27人
・児童相談所の虐待相談件数：
H22  750件　→　H23  685件

概ね効率的

H25

1,837 1,504 - -
妥当

ある程度
成果があっ
た

概ね効率的

5

保健福祉部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性

1,504

虐待等から子どもの人権を守るため，虐待防止
に向けた啓発活動を行うとともに，地域における
要保護児童対策地域協議会の活動を支援す
る。

・虐待対応に関する研修会及びリーフレット配布によ
る普及啓発活動の実施
・市町村で実施する児童虐待防止に関しての研修会
等への講師派遣及び児童福祉・母子保健関係職員
等を対象とした研修会の開催：9回
・研修会参加人数総数：1,322人4

子ども人権対策事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

子育て支援課

H25

1①❶ 127,309 14,200 - -

震災復興
妥当 維持

H22
10

環境生活部
事業の分析結果

H23 H24

①必要性

14,200

災害に便乗した悪質商法（点検商法やかたり商
法）から消費者を守り，被害の未然防止・拡大防
止を図るため，県消費生活センターの相談・指導
体制等の機能を拡充するほか，消費生活相談機
能が喪失・低下した市町村の相談対応機能の向
上を支援する。

年度別決算（見込）額（千円）
②有効性 ③効率性

成果があっ
た

9

消費生活センター機能
充実事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

次年度の方向性

消費生活・文化課

H23 H24
維持

H22

・消費生活相談員向けの研修会の開催（４回，１７２人
参加）
・市町村消費生活相談員の増員（６人増員）
・市町村消費生活相談員の新規配置（１市２町）

効率的

H25

891 900 - -
妥当

成果があっ
た

効率的

9

保健福祉部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性

900

薬物乱用防止指導員等のボランティアと連携し，
覚せい剤・シンナー等の薬物乱用防止運動を展
開する。

・小中学校等対象薬物乱用防止教室への講師派遣
者数（99人）
・薬物乱用防止教室受講児童者数（13,075人）

8

薬物乱用防止推進事
業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

薬務課

H25

- 5,220 - -
妥当 維持

H22
8

警察本部
事業の分析結果

H23 H24

①必要性

5,220

専門的知識を有するストーカー・ＤＶ専門アドバ
イザーを配置し，相談等の初期段階からの踏み
込んだ対応により，被害の未然防止及び被害者
の保護・支援を行う。

年度別決算（見込）額（千円）
②有効性 ③効率性

成果があっ
た

7

ストーカー・ＤＶ相談体
制整備事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

次年度の方向性

生活安全企画課

H23 H24
維持

H22

・ストーカー・DV専門アドバイザーの配置（警察本部
に2人配置）
・ストーカー・DV相談の受理（2,043件）

効率的

H25

2②❸ 672 910 - -

震災復興
妥当

ある程度
成果があっ
た

概ね効率的

7

保健福祉部 年度別決算（見込）額（千円）
①必要性 ②有効性 ③効率性 次年度の方向性

子育て支援課

決算（見込）額計 51,573

決算（見込）額計（再掲分除き） 31,375

1①❶ 127,309 14,200
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31 194

震災復興
妥当

2

環境生活部
事業の分析結果

H23 H24 H25

1①❶

①必要性

31,194

消費生活センター及び県民サービスセンターに
おいて，災害に便乗した悪質商法（点検商法や
かたり商法）などの消費生活に関する相談業務
を行う。

ある程度
成果があっ

2

消費生活相談事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

年度別決算（見込）額（千円）
②有効性 ③効率性 次年度の方向性

消費生活・文化課

H22 H23

・消費生活センター及び県民サービスセンターにおけ
る相談受付（8,306件：速報値）
・被災地における出張消費生活相談会開催（3件）

効率的 維持
H22

H24 H25

1①❶ - 617 - -

次年度の方向性

消費生活・文化課
震災復興

妥当
ある程度
成果があっ
た

効率的 維持

1

環境生活部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性

平成２３年度の実施状況・成果

・出前講座開催（４８回，２，２８８人参加）
・展示教育事業（青葉通り地下道，県庁ロビーほか）
・情報提供事業（県政だより，新聞，各種情報誌，ラジ
オ，チラシ，ホームページほか）

担当部局・課室名 特記事項

1

消費者啓発事業

事業概要

617

災害に便乗した悪質商法（点検商法やたかり商
法）などに関する情報提供に取り組むとともに，
学校，地域，家庭，職域その他の様々な場を通
じて消費生活に関する普及啓発を行う。

②有効性 ③効率性

政策 10 施策 25

取組に関連する宮城県震災復興推進事業

番
号

事　業　名
平成23年度
決算（見込）
額（千円） 事業の状況

評価対象年度 平成23年度

H23 H24H22 H25

5

警察本部

事業の分析結果
年度別決算（見込）額（千円）取組31に再

掲
①必要性

567,000

多数の警察施設が流出又は損壊の壊滅的被害
を受けるなどしており，治安維持の体制整備が必
要なため，警察施設の早期機能回復・強化を図
る。

・気仙沼警察署仮設庁舎建設
・南三陸警察署仮設庁舎建設

5

警察施設機能強化事
業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

H25

7④❶ - 98,927 - -

震災復興
妥当 拡充

H22

4

警察本部

事業の分析結果

H23 H24

取組31に再
掲

①必要性

98,927

警察本部庁舎及び設備の一部が損傷しており，
万全な警察体制を確保する必要があるため，「庁
舎機能復旧」，「庁舎機能拡充」及び「庁舎機能
再生・高度化」を柱として取組を進める。

年度別決算（見込）額（千円）
②有効性 ③効率性

成果があっ
た

4

警察本部機能強化事
業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

次年度の方向性

装備施設課ほか

H23 H24
維持

H22

・警察本部庁舎高層棟の機能復旧

概ね効率的

H25

2②❶ - 62,748 - -

震災復興
妥当

成果があっ
た

効率的

3

保健福祉部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性

62,748

震災に伴い保護が必要となった子どもを養育す
るため，里親制度や児童養護施設等の活用によ
り，生活の場を確保するなど，被災した子どもた
ちを支援する。

・里親等委託児童数：85人
・児童養護施設入所児童数：2人
（震災孤児数：126人）

3

要保護児童支援事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

子育て支援課

- 31,194 - -
妥当

1①❶
成果があっ
た

消費 活 文化課 効率的 維持

H23 H24
維持

H22 H25

7④❶ - 567,000 - -

震災復興
妥当

成果があっ
た

効率的警務課ほか
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219,529

使用不能となった警察車両や警察装備資機材
について，治安維持に必要な基盤の早期回復を
図るため，各種警察活動装備品等を補充・整備
する。

8

各種警察活動装備品
等整備事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

H23 H24
維持

H22

・被災四輪車（30台)，被災白バイ（2台)
・けん銃保管庫(14基)
・警備艇修繕
・検視資機材
・録画記憶式監視装置（11台)，張込用監視通報装置
（34台)
・鑑識装備資機材

H25

7④❶ - 1,386 - -

震災復興
妥当

成果があっ
た

効率的

7

警察本部

事業の分析結果
年度別決算（見込）額（千円）取組31に再

掲
①必要性

1,386

警察活動の拠点となる交番・駐在所が多数流
出，水没したことから，これらの施設に設置されて
いた「非常通報装置」，「緊急通報装置」等を早
急に修繕し，安全・安心な地域社会の復旧を図
る。

・非常通報装置等の設置(6台)

7

交番・駐在所機能強化
事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

地域課

H25

7④❶ - 182,431 - -

震災復興
妥当 維持

H22

6

警察本部

事業の分析結果

H23 H24

取組31に再
掲

①必要性

182,431

防犯・防災に配慮した安全・安心な地域社会の
構築を図るため，一部損傷等被災した警察施設
の増改築を行う。

年度別決算（見込）額（千円）
②有効性 ③効率性

成果があっ
た

6

各所増改築事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

次年度の方向性

装備施設課

・被災警察施設の増改築（122箇所）

効率的

H25

7④❶ - 851,035 - -

震災復興
妥当 廃止

H22
10

警察本部
事業の分析結果

H23 H24

①必要性

851,035

震災により沿岸部の宿舎が流出・水没等したこと
から，職員の生活基盤を確保するとともに，災害
に強い宿舎の再生のため，仮設宿舎の建設や
破損した職員宿舎の改修工事等を行う。

年度別決算（見込）額（千円）
②有効性 ③効率性

成果があっ
た

10

警察職員宿舎整備事
業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

次年度の方向性

装備施設課

H23 H24
廃止

H22

・石巻・気仙沼・南三陸警察署仮設職員宿舎建設
・仙台市北部警察官待機宿舎等災害復旧工事

概ね効率的

H25

7④❶ - 1,336 - -

震災復興
妥当

成果があっ
た

効率的

9

警察本部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性

1,336

復興作業に伴う県内への流入人口の増加や震
災による生活困窮を理由とした窃盗事件等の各
種犯罪の増加が予測されることから，緊急配備
支援システム等を整備し，治安維持体制を確保
する。

・東日本大震災の津波被害により流出した緊急配備
支援システム路上用鋼管柱の建柱工事（1箇所）

9

緊急配備支援システム
整備事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

刑事総務課

H25

7④❶ - 219,529 - -

震災復興
妥当 維持

H22
8

警察本部
取組31 再掲 事業の分析結果

H23 H24

①必要性
年度別決算（見込）額（千円）

②有効性 ③効率性

成果があっ
た

次年度の方向性

装備施設課ほか 効率的
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決算（見込）額計 3,042,865

②有効性

決算（見込）額計（再掲分除き） 2,823,336

H23H22
効率的

生活安全企画課
ほか

12

生活安全情報発信事
業

③効率性 次年度の方向性①必要性

H25

7④❸ - 1,031 - -

震災復興
12

警察本部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）

妥当
成果があっ
た

H24
拡充

1,031

関係機関と連携した被災地の治安対策が求めら
れていることから，避難所，応急仮設住宅，学校
等を対象に，各種広報手段を活用し，防犯情報
や生活安全情報等の提供を行う。

・犯罪被害に遭わないための防犯ガイド作成（23,000
部）
・地域防犯サポーター活動マニュアル作成（1,000部）
・仮設住宅における防犯ボランティア団体結成（5団
体）

-

H23 H24 H25H22

7④❷

震災復興

事業概要

効率的 廃止

平成２３年度の実施状況・成果

- 1,025,631 -

11

警察本部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性

妥当
成果があっ
た

1,025,631

災害復興活動に従事する車両等の交通の安全
と円滑な交通環境を確保するため，甚大な被害
を受けた交通管制センター，交通信号機及び道
路標識等の交通安全施設を早急に整備する。

・気仙沼交通管制サブセンター　一式
・滅灯信号機   225基
等

11

交通安全施設復旧整
備事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

交通規制課
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